
重点政策参考資料目次 

 

 
～世界の成長と活力を我が国に取り込む基盤づくり～ 
 
○ 国際航空機能の拡充等と航空自由化の推進          （P.１） 
○ 成田・羽田両空港間及び都心と両空港間の鉄道アクセスの改善  （P.２） 
○ コスト・サービス水準でアジア主要港を凌ぐスーパー中枢港湾の実現（P.３） 
○ 国際物流に対応した道路ネットワークの構築    （P.４） 
○ 我が国の技術・経験を活かした人流・物流サービスの向上への支援 （P.５） 
○ 環状道路等の整備と高速道路ネットワークの有効活用・機能強化  （P.６） 
○ 多様な関係者の連携による物流効率化の促進    （P.７） 
○ 国内外からの投資を喚起する不動産投資市場の活性化   （P.８） 
○ 住宅投資の促進と豊かな住生活の実現         （P.９） 
○ ＩＣＴを利活用したイノベーションの推進            （P.10）       
 
 
～自立した活力ある地域づくり～ 
 
○ 経済と暮らしを支える幹線道路ネットワークの整備        （P.11） 
○ 整備新幹線の着実な整備       （P.12） 
○ 空港、港湾等の周辺地域における地域活性化                     （P.13） 
○ 広域ブロックの自立の促進       （P.14） 
○ 集約型の都市構造への転換を誘導する観点からの都市計画制度等の 

見直し         （P.15） 
○ 中心市街地の活性化や都市再生の推進     （P.16） 
○ 地域の経済と雇用を支えている建設業の活力回復の推進   （P.17） 
○ 地域における交通の活性化・再生      （P.18） 
○ 離島の生活航路の確保と活性化                                 （P.19） 
 
 
～歴史、風土等に根ざした美しい国土づくりと観光交流の拡大～ 
 
○ 我が国の貴重な歴史的資産を含む地域の歴史的環境の保全・整備 

によるまちづくりに関する制度の積極的活用    （P.20） 
○ 美しく魅力ある国土づくり・地域づくりの推進    （P.21） 
○ 観光立国推進基本計画に掲げられた目標の達成に向けた施策推進  （P.22） 
○ 観光圏整備による国際競争力の高い魅力ある観光地の形成と国際観光 

交流の拡大            （P.23） 
 



～地球環境時代に対応したくらしづくり～ 
 
○ 地球温暖化対策の強化①       （P.24） 
○ 地球温暖化対策の強化②                                       （P.25） 
○ 地球温暖化対策の強化③                                        （P.26） 
○ 次期静止地球環境観測衛星の整備等による地球環境の監視・予測の強化         

（P.27） 
○ 洞爺湖サミットの成果を踏まえた国際的発信と国際連携の強化  （P.28） 
○ 多様な生態系を守る水・緑の保全・再生の推進    （P.29） 
○ 循環型社会の構築の推進       （P.30） 
○ 住宅の寿命を延ばす「２００年住宅」への取組の推進   （P.31） 
 
 

～安全・安心で豊かな社会づくり～ 
 
○ 地球温暖化等に伴う災害リスク増大への適応策の推進   （P.32） 
○ 地震対策の強化        （P.33） 
○ 耐震改修とアスベスト対策の一体的実施など、住宅・建築物の安全・安心 

対策の強化             （P.34） 
○ 人優先の歩行空間や自転車走行空間の確保     （P.35） 
○ 自律的移動支援の推進 ～モビリティサポートの推進～   （P.36） 
○ 公共交通に係る事故被害者支援の充実     （P.37） 
○ 全交通モードの運輸安全対策の強化          （P.38） 
○ 予防保全的管理への転換に向けた戦略的維持管理の推進   （P.39） 
○ マンションの適切な管理・再生の推進              （P.40） 
○ ふくそう海域での海難事故半減をめざす総合的安全対策の推進  （P.41） 
○ 基本方針等に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の着実な推進 （P.42） 
○ 「ケア付き住宅」の整備促進等による高齢者の居住の安定確保  （P.43） 
○ 日本籍船・日本人船員の確保・育成の推進                       （P.44） 
○ 安全・安心な海上交通の実現             （P.45） 
○ 巡視船艇等の緊急整備や複数クルー制の拡充（空き巡視艇ゼロ）等 

海上保安体制の充実強化       （P.46） 
○ 海洋・沿岸域環境の保全に向けた取組の強化    （P.47） 
○ 我が国領海及び EEZ の的確な海洋管理等の推進      （P.48） 
 
 
 
 


